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　仕事と家庭の両立支援対策を充実するために、育児休業、介護休業等育児
又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（育児・介護休業法）が改正
され、平成１７年４月１日から施行されました。 
　育児・介護休業法は、企業や事業所の規模や業種を問わず適用されます。 
　育児・介護休業、子の看護休暇、育児・介護のための時間外労働及び深夜
業の制限については、労働者がこれらの制度を利用しやすいものとするた
め、あらかじめ就業規則等に制度が導入され、規則が定められるべきもので
あることに留意してください。また、勤務時間の短縮等の措置については、
措置が講じられ規則が定められている必要があります。育児・介護休業法に
沿った制度が講じられるよう、就業規則の見直しをしてください。 
 
　このリーフレットでは、育児・介護休業法の要請を満たす規定例をご紹介
します。この他、都道府県労働局で配付しているパンフレットや、厚生労働
省ホームページに掲載されている規定例なども参考にして、就業規則の整備
をすすめてください。 

厚生労働省・都道府県労働局 

リーフレットNo．３ 
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☆　 育児休 業・ 介護休業をすることができるの は、 男女労働者であ り、 原則として日々雇用者は除か れ 
ます。 
　労使協定を締結することにより 、 第１条第３項及び第２条第２項に記載された者を休業の対象から除 
くことができます（労使協定の例は８頁を参照のこと） 。 

☆　申出時点において、次のいずれにも該当する期間雇用者は育児休業・介護休業の対象となります。 
①　同一の事業主に引き続き雇用された期間が１年以上であること 
②　育児休業：子が１歳に達する 日 （誕生日の前日 ） を超えて引き続き雇用されることが見込まれるこ 

と （子が１歳に達する日から１年を経過する日までに労働契約期間が満了し 、 更新され 
ないことが明らかである者を除く） 

介護休業：介護休業開始予定日か ら ９ ３ 日を経過する 日 （ ９ ３ 日経過日 ） を超えて引き続き雇用される 
ことが見込まれるこ と （ ９ ３ 日経過日から１年を経過する日までに労働契約期間が満 了 
し、更新されないことが明らかである者を除く） 

　 期間雇用者を雇い入れている場合 は、 上記に該当すれば育児休 業・ 介護休業ができるの で、 この こ 
とについてあらかじめ明らかにしておきましょ う。 ま た、 育児休 業・ 介護休業中の期間雇用者が労 働 
契約を更新する 際、 労働者が引き続き休業することを希望する場合に は、 再度の申出が必要になり 
ます。 

☆　子が１歳を超えても休業が必要と認められる一定の場合には 、 子が１歳６か月に達するまでの間 、 育 
児休業をすることができます。１歳６か月まで育児休業ができるのは 、 次のいずれかの事情がある場合 
です。 
①　保育所に入所を希望しているが、入所できない場合 
②　子の養育を行っている配偶者であって、１歳以降子を養育する予定であったものが、死亡、負傷、 
疾病等の事情により子を養育することが困難になった場合 

　ただし 、 １歳６か月までの育児休業ができるのは 、 子の１歳に達する日まで育児休業をしている労働 
者が引き続いて休業するか 、 又は 、 子の１歳に達する日まで育児休業をしている配偶者と交替して休業 
をするかのいずれかの場合に限られま す。 子が１歳に達する日において両親とも育児休業をしてい な 
い場合は、認められません。 

☆　介護が必要な対象家族１人につき 、 要介護状態に至るごとに１回 、 通算し て ９ ３ 日まで介護休業ができ 
ます。２回目の介護休業ができるのは 、 要介護状態から回復した家族が 、 再び要介護状態に至った場合 
です。３回目以降も同様です。 

育児休業申出書、介護休業申出書 
　育児休業の場合 は 「申出年月日」 「申出をする労働者の氏名」 「休業に係る子の氏名 、 生年月日 、 続 
柄」 「休業期間の初日及び 末 日」を、介護休業の場合 は 、 「 申出年月 日」 「 申出をする労働者の氏 名」 
「 休業に係る家族の氏 名、 続 柄」 「 休業期 間 の初日及び 末 日」 等を事業主に対し て 明らか に する必 要 
があります。 

育児休業取扱通知書、介護休業取扱通知書 
　休業期間、休業期間中の賃金等の取扱い、休業後の賃 金・ 配置等の労働条件などについて記載した 
取扱通知書を交付することで、後日のトラブル発生を未然に防止することができます。 

　これらの社内様式は、あらかじめ決めておきましょう。 
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☆　小学校就学前の子を養育する労働者が申し出た場合、事業主は、労働者１人につき、１年度に５日 ま 
で、病気・けがをした子の看護のために、休暇を取得させる必要があり、業務の繁忙等を理由に拒む こ 
とはできません。 
　労使協定を締結することにより、入社６か月未満の従業員と週の所定労働日数が２日以下の従業員 を 
休業の対象から除くことができます（労使協定の例は８頁を参照のこと） 。 

☆　子の看護休暇の日数は、子の人数にかかわらず労働者１人当たり年間５日間です。 
　半日単位や時間単位で取得できることとしても差し支えありません。 

☆　なお、対象となる子の年齢を引き上げる等、法を上回る制度を導入した場合においても、少なくと も 
法で定められた休暇については確保されなければなりません。 

☆　小学校就学前の子どもを持つ労働者や要介護状態の家族を介護する労働者が請求したときは、事業 主 
は原則として 、 時間外労働協定等で定めた時間外労働の上限時間にかかわらず 、 １か月につい て ２ ４ 時間、 
１年につい て １ ５ ０ 時間を超える法定時間外労働をさせることはできません。 

☆　「時間外労働の制限を請求することができない」労働者の範囲をこれより広げることはできません 。 
期間雇用者も対象となります。 

☆　時間外労働を行うことがない事業所では、この項は省略して差し支えありません。 

☆　小学校就学前の子どもを持つ労働者や要介護状態の家族を介護する労働者が請求したときは、事業 主 
は原則として、午 後 １ ０ 時から午前５時までの間に労働させることはできません。 

☆　「深夜業の制限を請求することができない」労働者の範囲をこれより広げることはできません。期 間 
雇用者も対象となります。 

☆　深夜業を行うことがない事業所では、この項は省略して差し支えありません。 
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☆　育 児・ 介護休業等に関する規定を就業規則に定めた場合、常 時 １ ０ 人以上の労働者を使用している事業 
所においては、所轄の労働基準監督署長に就業規則の作成・変更について届け出る必要があります。 

☆　賃金に関しては、 
①　育児・介護休業期間及び子の看護のための休暇中の賃金の有無、 
②　 育 児・ 介護休業期間中及び勤務時間短縮等の措置の取得中に通常の就労時と異なる賃金が支払 わ 
れる場合には、 
ａ　その決定、計算及びその支払い方法、 
ｂ　賃金の締め切り及び支払時期 
について記載する必要があります。 

☆　 事業主 は、 育児休 業、 介護休業や子の看護休暇の申出をしたこと又は取得したことを理由とし て、 
労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはなりません。 

☆　事業主は、次の事項について、あらかじめ定め、これを周知するよう努力しなければなりません。 
①　労働者の育児休業や介護休業中における待遇に関する事項 
②　育児休業や介護休業後における賃金、配置その他の労働条件に関する事項　等 
　 ま た、 このような定めを個々の育児休業又は介護休業をした労働者にあてはめて具体的な取扱い を 
明示するよう努力しなければなりません。 

☆　 事業主 は、 育 児・ 介護休業後の就業が円滑に行われるようにするた め、 休業した労働者の職業能 力 
の開 発・ 向上に必要な措置を講じるよう努力しなければなりませ ん。 ま た、 復職に当たって は、 原 則 
として原職又は原職相当職に復帰させることが多く行われていることに配慮しましょう。 

　勤務しなかった期間 （時間） について賃金を支払わないことは差し支えありませんが、 勤務しなかっ 
た期間（時間）を超えて賃金を減額したり、賞与、昇給等で不利益な算定を行うことは禁止されてい 
ます。 

☆　事業主は 、 ３歳に満たない子どもを持つ労働者に対し 、 次のいずれかの措置を設けなければなりませ 
ん。 

　なお 、 １歳以上の子どもを養育する労働者で 、 １歳６か月までの育児休業の対象でない労働者につい 
ては、以上の措置のかわりに育児休業制度に準ずる措置を講じても差し支えありません。 

☆　３歳から小学校就学の始期に達するまでの子どもを持つ労働者に対し、 育児休業制度に準ずる措置又 
は上記①～⑤の措置のいずれかを講ずることが事業主の努力義務となっています。 

☆　事業主は 、 要介護状態にある家族を介護する労働者に対し 、 次のいずれかの措置を設けなければなり 
ません。 

　日数は 、 対象家族１人につき一の要介護状態に至るごとに１回 、 通 算 ９ ３ 日までの期間で労働者が申し 
出た期間です。 
　事業主は 、 勤務時間の短縮等の措置を講じた場合 、 これが介護休業等日数に算入されること及び措置 
を講じた期間の初日を労働者に明示することが望まれます。 

☆　家族の介護を必要とする労働者に対し、介護を必要とする期 間・ 回数等に配慮して上記①～④のいず 
れかの措置を講ずることが事業主の努力義務となっています。 
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☆　 下のような労使協定を締結することによ り、 育 児・ 介護休業や子の看護休暇の対象者を限定すること が 
できます。労使協定については、労働基準監督署長への届出は不要です。 

☆　 この例 は、 育 児・ 介護休業及び子の看護休暇の対象から除外できる者の範囲の最大限を示していま す。 
これより広い範囲の者を除外することはできません。 

育児・介護休業法に関するお問い合わせは、都道府県労働局雇用均等室へ 

Ｈ ２ １ ． ２ 

育児・介護休業等に関する労使協定 

○○株式会社と○○労働組合は、○○株式会社における育 児・ 介護休業等に関し、次のとおり協定する。 

（育児休業の申出を拒むことができる従業員） 
第１ 条　 社長 は、 次の従業員から育児休業の申出があったとき は、 その申出を拒むことができるものと す 
る。 
一　入社１年未満の従業員 
二　従業員の配偶者で、育児休業の申出に係る子の親である者が次のいずれにも該当する場合の従業員 
イ　 職業に就いていない 者（ 育児休業その他の休業により就業していない者及び１週間の就業日数 が 
２日以下の者を含む。 ）であること。 
ロ　心身の状況が申出に係る子の養育をすることができる者であること。 
ハ　 ６週 間（ 多胎妊娠の場合にあって は 、 １ ４ 週 間） 以内に出産する予定でない か、 又は産後８週間 以 
内でない者であること。 

ニ　申出に係る子と同居している者であること。 
三　 申出の日から１年以 内（ １歳を超える休業の申出の場合 は、 ６か月以 内） に雇用関係が終了する こ 
とが明らかな従業員 

四　１週間の所定労働日数が２日以下の従業員 
五　 従業員の配偶者以外の者で育児休業の申出に係る子の親 で ある者が二のイからニまで の い ず れに も 
該当する従業員 

（介護休業の申出を拒むことができる従業員） 
第２ 条　 社長 は、 次の従業員から介護休業の申出があったときは、 その申出を拒むことができるものと 
する。 
一　入社１年未満の従業員 
二　申出の日か ら ９ ３ 日以内に雇用関係が終了することが明らかな従業員 
三　１週間の所定労働日数が２日以下の従業員 

（子の看護休暇の申出を拒むことができる従業員） 
第３ 条　 社長 は、 次の従業員から子の看護休暇の申出があったときは、 その申出を拒むことができるもの 
とする。 
一　入社６か月未満の従業員 
二　１週間の所定労働日数が２日以下の従業員 

（従業員への通知） 
第４ 条　 社長 は、 第１条から第３条までのいずれかの規定により従業員の申出を拒むとき は、 その旨を 従 
業員に通知するものとする。 

（有効期間） 
第５ 条　 本協定の有効期間 は、 平成○年○月○日から平成○年○月○日までとす る。 ただ し、 有効期間 満 
了の１か月前までに会 社、 組合いずれからも申出がないときに は、 さらに１年間有効期間を延長する も 
のとし、以降も同様とする。 

平成○年○月○日 
　 印 　 ○ ○ ○ ○   長 社 役 締 取 表 代 社 会 式 株 ○ ○ 
　 印 　 ○ ○ ○ ○   長 員 委 行 執 合 組 働 労 ○ ○ 


